
別紙３(①)

 社会福祉法人 しゃくなげ園 

当期支出額 利息補助金収入 種類 地番または内容 帳簿価額
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( )

( )
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( )

( )

( )
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( 0 )

 (注) 役員等からの長期借入金、短期借入金がある場合には、区分を新設するものとする。
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拠点区分
期首残高

①
当期借入金

②
当期償還額

③

差引期末残高
④=①+②-③
(うち１年以内償還予定

額)

元金償還
補助金

利率
％

支払利息
借入先

借入金明細書

(自)　令和　４年　４月　１日　　(至)　令和　５年　３月 ３１日

0 0計

長
期
運
営
資
金
借
入
金

0 0

計 0 0 0 0 0 0

短
期
運
営
資
金
借
入
金

計 0 0 00 00

0 0 0
0

0

合計 0 00

0

0

該当なし



別紙３(②)

 社会福祉法人 しゃくなげ園 

法人本部会計 しゃくなげ園
有料老人ﾎｰﾑ

高齢者ﾐﾆ福祉ﾎｰﾑ

1 6,327,188 0 6,327,188 0 0

1 6,327,188 0 6,327,188 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

1 6,327,188 0 6,327,188 0 0

(注) 1.

2.

3. 　｢寄附金額｣の｢区分小計｣欄は事業活動計算書の勘定科目の金額と整合するものとする。また、｢寄附金額の拠点区分ごとの内訳｣の｢
区分小計｣欄は、拠点区分事業活動計算書の勘定科目の金額と原則として一致するものとする。

区分小計

　寄附者の属性の内容は、法人の役職員、利用者本人、利用者の家族、取引業者、その他とする

　｢寄附金額｣欄には寄附物品を含めるものとする。｢区分｣欄には、経常経費寄附金収益の場合は｢経常｣、長期運営資金借入金元金償
還寄附金収益の場合は｢運営｣、施設整備等寄附金収益の場合は｢施設｣、設備資金借入金元金償還寄附金収益の場合は｢償還｣、固定資
産受贈額の場合は｢固定｣と、寄附金の種類がわかるように記入すること。

合計

寄附者の属性

区分小計

寄附金額の拠点区分ごとの内訳
うち基本金
組入額

利用者本人

寄附金収益明細書

区分小計

経
常

寄附金額

（単位：円）

(自)　令和　４年　４月　１日　　(至)　令和　５年　３月 ３１日

区
分

件数



別紙３(③)

 社会福祉法人 しゃくなげ園 

法人本部会計 しゃくなげ園
有料老人ﾎｰﾑ

高齢者ﾐﾆ福祉ﾎｰﾑ

204,821 0 204,821 0 204,821

204,821 0 204,821 0 0 204,821 0

59,331,000 0 59,331,000 0 59,331,000

59,331,000 0 59,331,000 0 0 59,331,000 0

65,968 0 65,968 0 65,968

65,968 0 65,968 0 0 65,968 0

59,601,789 0 59,601,789 0 0 59,601,789 0

(注) 1.

2.

3.

補助金事業等収益明細書

(自)　令和　４年　４月　１日　　(至)　令和　５年　３月 ３１日

交付団体及び交付の目的
区
分

交付金額
うち国庫補助金等
特別積立金積立額

補助金事業に係る
利用者からの収益

交付金額等
合計

交付金額等の拠点区分ごとの内訳

（単位：円）

下関市:軽費老人ﾎｰﾑ事務費補助金
老
人
事
業

Ⅰ

山口県：山口県介護職員処遇改善支援
補助金 介

護
事
業

区分小計

区分小計

　しゃくなげ園拠点区分のうち軽費老人ホームしゃくなげ園サービス区分において、事務費補助金以外で内容的に軽費老人ホーム事業に関連する補助金収益は｢その他の事業
収益｣で計上し、老人事業Ⅱとして区分するものとする。

下関市:結核予防事業補助金
老
人
事
業

Ⅱ

区分小計

　｢交付金額等合計｣の｢区分小計｣欄は事業活動計算書の勘定科目の金額と整合するものとする。また、｢交付金額等の拠点区分ごとの内訳｣の｢区分小計｣欄は、拠点区分事業活
動計算書の勘定科目の金額と一致するものとする。

合計

　｢区分｣欄には、介護保険事業の補助金事業収益の場合は｢介護事業｣、老人福祉事業の補助金事業収益の場合は｢老人事業｣、児童福祉事業の補助金事業収益の場合は｢児童事
業｣、保育事業の補助金事業収益の場合は｢保育事業｣、障害福祉サービス等事業の補助金事業収益の場合は｢障害事業｣、生活保護事業の補助金事業収益の場合は｢生活保護事
業｣、医療事業の補助金事業収益の場合は｢医療事業｣、○○事業の補助金事業収益の場合は｢○○事業｣、借入金利息補助金収益の場合は｢利息｣、施設整備等補助金収益の場合
は｢施設｣、設備資金借入金元金償還補助金収益の場合は｢償還｣と補助金の種類がわかるように記入すること。
　なお、運用指針別添３｢勘定科目説明｣において｢利用者からの収益も含む｣と記載されている場合のみ、｢補助金事業に係る利用者からの収益｣欄を記入するものとする。



別紙３(④)

 社会福祉法人 しゃくなげ園 

１） 事業区分間繰入金明細書 （単位：円）

繰入先

社会福祉事業(しゃく
なげ園拠点区分)

前期末支払資金残高 3,000,000 運営費補填

3,000,000

 (注) 繰入金の財源には、介護保険収入、運用収入、前期末支払資金残高等の別を記入すること。

２） 拠点区分間繰入金明細書 （単位：円）

繰入先

0

 (注) 繰入金の財源には、介護保険収入、運用収入、前期末支払資金残高等の別を記入すること。

事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書

拠点区分名
繰入金の財源(注) 金額 使用目的等

(自)　令和　４年　４月　１日　　(至)　令和　５年　３月 ３１日

繰入元

事業区分名
使用目的等

合　　計

合　　計

金額繰入金の財源(注)
繰入元

公益事業(有料老人ﾎｰ
ﾑ高齢者ﾐﾆ福祉ﾎｰﾑ拠
点区分)

該当なし



別紙３(⑤)

 社会福祉法人 しゃくなげ園 

１） 事業区分間及貸付金(借入金)明細書 （単位：円）

貸付事業区分名 借入事業区分名 金額 使用目的等

0

0

0

２） 拠点区分間及貸付金(借入金)明細書 （単位：円）

貸付拠点区分名 借入拠点区分名 金額 使用目的等

0

0

0

事業区分間及び拠点区分間貸付金(借入金)残高明細書

令和　５年　３月 ３１日現在

合計

合計

長
期

小計

短
期

小計

長
期

小計

短
期

小計

該当なし

該当なし



別紙３(⑥)

 社会福祉法人 しゃくなげ園 

法人本部会計 しゃくなげ園
有料老人ﾎｰﾑ

高齢者ﾐﾆ福祉ﾎｰﾑ

166,306,963 0 166,306,963 0

166,306,963 0 166,306,963 0

0 0 0 0

0 0 0 0

 当期組入額

0 0 0 0

 当期取崩額

0 0 0 0

 当期組入額

0 0 0 0

 当期取崩額

0 0 0 0

 当期組入額

0 0 0 0

 当期取崩額

0 0 0 0

166,306,963 0 166,306,963 0

166,306,963 0 166,306,963 0

0 0 0 0

0 0 0 0

(注) 1.

2.

3.

　｢区分並びに組入れ及び取崩しの事由｣の欄に該当する事項がない場合には、記載を
省略する。

　①第一号基本金とは、本文１１(１)に規定する基本金をいう。
　②第二号基本金とは、本文１１(２)に規定する基本金をいう。
　③第三号基本金とは、本文１１(３)に規定する基本金をいう。

　従前及び今回の改正において特例により第一号基本金・第二号基本金の内訳を示し
ていない法人では、合計額のみを記載するものとする。

 第三号基本金

 第一号基本金

 第二号基本金

 当期末残高

 前年度末残高

 第一号基本金

第

二

号

基

本

金

第

三

号

基

本

金

計

第

一

号

基

本

金

計

 第二号基本金

 第三号基本金

計

計

計

計

基本金明細書

(自)　令和　４年　４月　１日　　(至)　令和　５年　３月 ３１日

（単位：円）
各拠点区分ごとの内訳

合計
区分並びに組入れ及び

取崩しの事由



別紙３(⑦)

 社会福祉法人 しゃくなげ園 

4,463,249 0 3,491,278 971,971

0 0 0 0 0 0 0

当期取崩額合計 657,204 0 531,399 125,805

3,806,045 0 2,959,879 846,166

(注)

国庫補助金等特別積立金明細書

(自)　令和　４年　４月　１日　　(至)　令和　５年　３月 ３１日

（単位：円）

その他の団体
からの補助金

0

地方公共団体
補助金

0

当
期
取
崩
額

当
期
積
立
額

有料老人ﾎｰﾑ
高齢者ﾐﾆ福祉ﾎｰﾑ

区分並びに積立て
及び取崩しの事由

特別費用の控除項目
として計上する
取崩額

657,204

しゃくなげ園

サービス活動費用の
控除項目として計上
する取崩額

合計
法人本部会計

各拠点区分の内訳

125,805

補助金の種類

国庫補助金

0

　サービス活動費用の控除項目として計上する取崩額には、国庫補助金等特別積立金の対象となった固定資産の減価償却相当額等の取崩額を記入し、特別費用の
控除項目として計上する取崩額には、国庫補助金等特別積立金の対象となった固定資産が売却または廃棄された場合の取崩額を記入する(本文９参照)。

当期末残高

531,399

0 0



別紙３(⑧)

 社会福祉法人 しゃくなげ園 

 法人本部会計拠点区分 

摘要

うち国庫補助
金等の額

うち国庫補助
金等の額

うち国庫補助
金等の額

うち国庫補助
金等の額

うち国庫補助
金等の額

うち国庫補助
金等の額

うち国庫補助
金等の額

基本財産(有形固定資産)

　土地 4,362,000 0 0 0 0 0 0 0 4,362,000 0 0 0 4,362,000 0

4,362,000 0 0 0 0 0 0 0 4,362,000 0 0 0 4,362,000 0

4,362,000 0 0 0 0 0 0 0 4,362,000 0 0 0 4,362,000 0

0 0 0 0

(注) 1.

2.

(自)　令和　４年　４月　１日　　(至)　令和　５年　３月 ３１日

差　　引

将来入金予定の償還補助金の額

基本財産及びその他の固定資産(有形･無形固定資産)の明細書

（単位：円）

資産の種類及び名称

当期増加額(B) 当期減価償却額(C) 当期減少額(D) 減価償却累計額(F)
期末帳簿価額
(E=A+BｰC-D)

期首帳簿価額(A) 期末取得原価(G=E+F)

 ｢当期増加額｣には減価償却控除前の増加額、｢当期減少額｣には当期減価償却額を控除した減少額を記載する

基本財産計

基本財産及びその他の固定資産計

 ｢うち国庫補助金等の額｣については、設備資金元金償還補助金がある場合には、償還補助総額を記載した上で、国庫補助金取崩計算を行うものとする。
ただし、｢将来入金予定の償還補助金の額｣欄では、｢期首帳簿価額｣の｢うち国庫補助金等の額｣はマイナス表示し、実際に補助金を受けた場合に｢当期増加額｣の｢うち国庫補助金等の額｣をプラス表示することにより、｢差引｣欄の｢期末帳簿価額｣の｢うち国庫補助
金等の額｣が貸借対照表上の国庫補助金等特別積立金残高と一致することが確認できる。



別紙３(⑧)

 社会福祉法人 しゃくなげ園 

 しゃくなげ園拠点区分 

摘要

うち国庫補助
金等の額

うち国庫補助
金等の額

うち国庫補助
金等の額

うち国庫補助
金等の額

うち国庫補助
金等の額

うち国庫補助
金等の額

うち国庫補助
金等の額

基本財産(有形固定資産)

　土地 123,246,000 0 0 0 0 0 0 0 123,246,000 0 0 0 123,246,000 0

　建物 34,496,314 3,332,944 1,398,079 0 7,650,966 431,399 0 0 28,243,427 2,901,545 435,394,897 261,620,889 463,638,324 264,522,434

157,742,314 3,332,944 1,398,079 0 7,650,966 431,399 0 0 151,489,427 2,901,545 435,394,897 261,620,889 586,884,324 264,522,434

その他の固定資産(有形固定資産)

　建物 752,287 0 0 0 48,174 0 0 0 704,113 0 112,406 0 816,519 0

　構築物 2,498,460 0 0 0 411,037 0 0 0 2,087,423 0 11,859,714 0 13,947,137 0

　車輛運搬具 5 0 0 0 0 0 0 0 5 0 9,526,139 0 9,526,144 0

　器具及び備品 13,295,087 0 1,736,900 0 4,046,271 0 0 0 10,985,716 0 36,054,159 0 47,039,875 0

16,545,839 0 1,736,900 0 4,505,482 0 0 0 13,777,257 0 57,552,418 0 71,329,675 0

その他の固定資産(無形固定資産)

　権利 700,000 0 0 0 0 0 0 0 700,000 0 0 0 700,000 0

　ソフトウエア 720,450 158,334 0 0 387,720 100,000 0 0 332,730 58,334 1,605,870 441,666 1,938,600 500,000

1,420,450 158,334 0 0 387,720 100,000 0 0 1,032,730 58,334 1,605,870 441,666 2,638,600 500,000

17,966,289 158,334 1,736,900 0 4,893,202 100,000 0 0 14,809,987 58,334 59,158,288 441,666 73,968,275 500,000

175,708,603 3,491,278 3,134,979 0 12,544,168 531,399 0 0 166,299,414 2,959,879 494,553,185 262,062,555 660,852,599 265,022,434

3,491,278 0 531,399 2,959,879

(注) 1.

2.

将来入金予定の償還補助金の額

差　　引

 ｢うち国庫補助金等の額｣については、設備資金元金償還補助金がある場合には、償還補助総額を記載した上で、国庫補助金取崩計算を行うものとする。
ただし、｢将来入金予定の償還補助金の額｣欄では、｢期首帳簿価額｣の｢うち国庫補助金等の額｣はマイナス表示し、実際に補助金を受けた場合に｢当期増加額｣の｢うち国庫補助金等の額｣をプラス表示することにより、｢差引｣欄の｢期末帳簿価額｣の｢うち国庫補助
金等の額｣が貸借対照表上の国庫補助金等特別積立金残高と一致することが確認できる。

 ｢当期増加額｣には減価償却控除前の増加額、｢当期減少額｣には当期減価償却額を控除した減少額を記載する

基本財産計

その他の固定資産(有形固定資産)計

その他の固定資産(無形固定資産)計

その他の固定資産計

基本財産及びその他の固定資産計

基本財産及びその他の固定資産(有形･無形固定資産)の明細書

(自)　令和　４年　４月　１日　　(至)　令和　５年　３月 ３１日

（単位：円）

資産の種類及び名称

期首帳簿価額(A) 当期増加額(B) 当期減価償却額(C) 当期減少額(D)
期末帳簿価額
(E=A+BｰC-D)

減価償却累計額(F) 期末取得原価(G=E+F)



別紙３(⑧)

 社会福祉法人 しゃくなげ園 

 有料老人ﾎｰﾑ高齢者ﾐﾆ福祉ホﾎｰﾑ拠点区分 

摘要

うち国庫補助
金等の額

うち国庫補助
金等の額

うち国庫補助
金等の額

うち国庫補助
金等の額

うち国庫補助
金等の額

うち国庫補助
金等の額

うち国庫補助
金等の額

その他の固定資産(有形固定資産)

　土地 0 0 0 0

　建物 17,914,975 971,971 0 0 1,477,461 125,805 0 0 16,437,514 846,166 54,359,068 3,992,524 70,796,582 4,838,690

　構築物 793,275 0 0 0 59,883 0 0 0 733,392 0 451,345 0 1,184,737 0

　器具及び備品 616,883 0 0 0 146,920 0 0 0 469,963 0 619,817 0 1,089,780 0

19,325,133 971,971 0 0 1,684,264 125,805 0 0 17,640,869 846,166 55,430,230 3,992,524 73,071,099 4,838,690

19,325,133 971,971 0 0 1,684,264 125,805 0 0 17,640,869 846,166 55,430,230 3,992,524 73,071,099 4,838,690

19,325,133 971,971 0 0 1,684,264 125,805 0 0 17,640,869 846,166 55,430,230 3,992,524 73,071,099 4,838,690

971,971 0 125,805 846,166

(注) 1.

2.

将来入金予定の償還補助金の額

差　　引

 ｢うち国庫補助金等の額｣については、設備資金元金償還補助金がある場合には、償還補助総額を記載した上で、国庫補助金取崩計算を行うものとする。
ただし、｢将来入金予定の償還補助金の額｣欄では、｢期首帳簿価額｣の｢うち国庫補助金等の額｣はマイナス表示し、実際に補助金を受けた場合に｢当期増加額｣の｢うち国庫補助金等の額｣をプラス表示することにより、｢差引｣欄の｢期末帳簿価額｣の｢うち国庫補助
金等の額｣が貸借対照表上の国庫補助金等特別積立金残高と一致することが確認できる。

 ｢当期増加額｣には減価償却控除前の増加額、｢当期減少額｣には当期減価償却額を控除した減少額を記載する

その他の固定資産(有形固定資産)計

その他の固定資産計

基本財産及びその他の固定資産計

基本財産及びその他の固定資産(有形･無形固定資産)の明細書

(自)　令和　４年　４月　１日　　(至)　令和　５年　３月 ３１日

（単位：円）

資産の種類及び名称

期首帳簿価額(A) 当期増加額(B) 当期減価償却額(C) 当期減少額(D)
期末帳簿価額
(E=A+BｰC-D)

減価償却累計額(F) 期末取得原価(G=E+F)



別紙３(⑨)

 社会福祉法人 しゃくなげ園 

 しゃくなげ園拠点区分 

目的使用

( 0 ) ( 0 )

( 0 ) ( 0 )

(注) 1.

2.

3.

4.

5. 　退職給付引当金の当期増加額のうち51,500円は、配賦処理により有料老人ホーム高齢者ミニ福祉
ホーム拠点区分にて計上しています。

　引当金明細書には、引当金の種類ごとに、期首残高、当期増加額、当期減少額及び期末残高の明細
を記載する。

　賞与引当金において、職員の拠点間の異動により、賞与の支給を伴わない増加または減少が発生し
た場合は、当期増加額又は当期減少額(その他)の欄に括弧書きでその金額を内数として記載するもの
とする。

引当金明細書

(自)　令和　４年　４月　１日　　(至)　令和　５年　３月 ３１日

（単位：円）

賞与引当金 4,376,512

当期減少額

その他

0844,356

期末残高

0

4,402,2504,376,512

摘要期首残高

退職給付引当金 3,507,387

当期増加額科目

　都道府県共済会または法人独自の退職給付制度において、職員の転職又は拠点間の移動により、退
職給付の支払いを伴わない退職給付引当金の増加または減少が発生した場合は、当期増加額又は当期
減少額(その他)の欄に括弧書きでその金額を内数として記載するものとする。

4,402,250 0

4,351,743

計 7,883,899 8,753,9934,376,5125,246,606 0

　目的使用以外の要因による減少額については、その内容及び金額を注記する。



別紙３(⑨)

 社会福祉法人 しゃくなげ園 

 法人本部拠点区分 

目的使用

( 0 ) ( 0 )

( 0 ) ( 0 )

(注) 1.

2.

3.

4.

　賞与引当金において、職員の拠点間の異動により、賞与の支給を伴わない増加または減少が発生し
た場合は、当期増加額又は当期減少額(その他)の欄に括弧書きでその金額を内数として記載するもの
とする。

　引当金明細書には、引当金の種類ごとに、期首残高、当期増加額、当期減少額及び期末残高の明細
を記載する。

　目的使用以外の要因による減少額については、その内容及び金額を注記する。

　都道府県共済会または法人独自の退職給付制度において、職員の転職又は拠点間の移動により、退
職給付の支払いを伴わない退職給付引当金の増加または減少が発生した場合は、当期増加額又は当期
減少額(その他)の欄に括弧書きでその金額を内数として記載するものとする。

計 0
974,589

0
0

974,589

974,589役員退職慰労引当金 0
974,589

0
0

引当金明細書

(自)　令和　４年　４月　１日　　(至)　令和　５年　３月 ３１日

（単位：円）

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
その他



別紙３(⑨)

 社会福祉法人 しゃくなげ園 

 有料老人ﾎｰﾑ高齢者ﾐﾆ福祉ホﾎｰﾑ拠点区分 

目的使用

( 0 ) ( 0 )

( 0 ) ( 0 )

(注) 1.

2.

3.

4.

　賞与引当金において、職員の拠点間の異動により、賞与の支給を伴わない増加または減少が発生し
た場合は、当期増加額又は当期減少額(その他)の欄に括弧書きでその金額を内数として記載するもの
とする。

　引当金明細書には、引当金の種類ごとに、期首残高、当期増加額、当期減少額及び期末残高の明細
を記載する。

　目的使用以外の要因による減少額については、その内容及び金額を注記する。

　都道府県共済会または法人独自の退職給付制度において、職員の転職又は拠点間の移動により、退
職給付の支払いを伴わない退職給付引当金の増加または減少が発生した場合は、当期増加額又は当期
減少額(その他)の欄に括弧書きでその金額を内数として記載するものとする。

計 342,791
343,299

342,791
0

343,299

343,299賞与引当金 342,791 342,791
343,299 0

（単位：円）

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
その他

引当金明細書

(自)　令和　４年　４月　１日　　(至)　令和　５年　３月 ３１日











別紙３(⑫)

 社会福祉法人 しゃくなげ園 

 法人本部会計拠点区分 

前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

18,500,000 0 0 18,500,000

0 6,327,188 0 6,327,188

18,500,000 6,327,188 0 24,827,188

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

18,500,000 0 0 18,500,000

0 6,327,188 0 6,327,188

18,500,000 6,327,188 0 24,827,188

(注) 1.

2.

　積立金を計上せずに積立資産を積み立てる場合には、摘要欄にその理由を明記すること。

　退職給付引当金に対応して退職給付引当資産を積み立てる場合及び長期預り金に対応して長期預り金積立資産を積み
立てる場合には摘要欄にその旨を明記すること。

計

福島トミ顕彰積立金

計

その他の積立資産:福島トミ顕彰積立資産

その他の積立資産:建設積立資産

区分

積立金･積立資産明細書

(自)　令和　４年　４月　１日　　(至)　令和　５年　３月 ３１日

（単位：円）
区分

建設積立金



別紙３(⑫)

 社会福祉法人 しゃくなげ園 

 しゃくなげ園拠点区分 

前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

15,060,000 0 2,000,000 13,060,000 軽費老人ホーム

21,140,000 0 1,000,000 20,140,000 　〃

3,400,000 0 3,400,000 0 　〃

17,500,000 0 0 17,500,000 　〃

99,500,000 0 0 99,500,000 ﾍﾙﾊﾟｰｽﾃｰｼｮﾝ

156,600,000 0 6,400,000 150,200,000

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

3,507,387 844,356 0 4,351,743
退職給付引当金に
対応した積立

15,060,000 0 2,000,000 13,060,000 軽費老人ホーム

21,140,000 0 1,000,000 20,140,000 　〃

3,400,000 0 3,400,000 0 　〃

17,500,000 0 0 17,500,000 　〃

99,500,000 0 0 99,500,000 ﾍﾙﾊﾟｰｽﾃｰｼｮﾝ

160,107,387 844,356 6,400,000 154,551,743

(注) 1.

2.

脚注

措置施設繰越積立資産:備品等購入積立資産

積立金･積立資産明細書

(自)　令和　４年　４月　１日　　(至)　令和　５年　３月 ３１日

（単位：円）
区分

人件費積立金

備品等購入積立金

修繕積立金

措置施設繰越積立資産:修繕積立資産

施設整備等積立金

建設積立金

計

区分

措置施設繰越積立資産:人件費積立資産

退職給付引当資産(軽費老人ホームサービス区分)

　退職給付引当資産の当期増加額のうち51,500円は、配賦処理により有料老人ホーム高齢者ミニ福祉ホーム拠点区分にて
計上しています。

措置施設繰越積立資産:施設整備等積立資産

計

　積立金を計上せずに積立資産を積み立てる場合には、摘要欄にその理由を明記すること。

　退職給付引当金に対応して退職給付引当資産を積み立てる場合及び長期預り金に対応して長期預り金積立資産を積み
立てる場合には摘要欄にその旨を明記すること。

その他の積立資産:建設積立資産



別紙３(⑫)

 社会福祉法人 しゃくなげ園 

 有料老人ﾎｰﾑ高齢者ﾐﾆ福祉ﾎｰﾑ拠点区分 

前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

8,000,000 0 0 8,000,000

8,000,000 0 0 8,000,000

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

8,000,000 0 0 8,000,000

8,000,000 0 0 8,000,000

(注) 1.

2.

積立金･積立資産明細書

(自)　令和　４年　４月　１日　　(至)　令和　５年　３月 ３１日

（単位：円）
区分

施設整備等積立金

　退職給付引当金に対応して退職給付引当資産を積み立てる場合及び長期預り金に対応して長期預り金積立資産を積み
立てる場合には摘要欄にその旨を明記すること。

計

　積立金を計上せずに積立資産を積み立てる場合には、摘要欄にその理由を明記すること。

計

区分

その他の積立資産:施設整備等積立資産



別紙３(⑬)

 社会福祉法人 しゃくなげ園 

 しゃくなげ園拠点区分 

（単位：円）

繰入先

(注)

サービス区分間繰入金明細書

(自)　令和　４年　４月　１日　　(至)　令和　５年　３月 ３１日

サービス区分名
繰入金の財源(注) 金額 使用目的等

繰入元

拠点区分資金収支明細書(別紙３(⑩))を作成した拠点においては、本明細書を作成すること。
繰入金の財源には、措置費収入、保育所運営費収入、前期末支払資金残高等の別を記入すること。

該当なし



別紙３(⑭)

 社会福祉法人 しゃくなげ園 

 しゃくなげ園拠点区分 

（単位：円）

(注)

サービス区分間貸付金(借入金)残高明細書

金額 使用目的等

拠点区分資金収支明細書(別紙３(⑩))を作成した拠点においては、本明細書を作成すること。

貸付サービス区分名 借入サービス区分名

令和　５年　３月 ３１日現在

該当なし


